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During the 2011 Great East Japan Earthquake, fill-type seawalls were fully collapsed by overflowing tsunami and totally lost their 
function as a tsunami barrier at many places. On the other hand, sand dunes reduced the overflow of tsunami. To evaluate the 
function of sand dune as a tsunami barrier and effects of reinforcing sand dune/fill with a geogrid and/or covering the slopes and 
crest of sand dune/fill with concrete panels on the strength against the over-flowing tsunami, a series of model tests were 
performed in the laboratory. The test results indicated that: 1) sand dune can function as a tsunami barrier; and 2) to survive strong 
tsunami functioning as a tsunami barrier, it is very effective to cover the crest and down-reach slope of sand dune/fill with concrete 
panels connected to the geogrid layers reinforcing the sand while increasing the resistance against erosion.    

 
 

1. はじめに 

2011 年 3 月 11 日に発生した東日本大震災では，青森か

ら千葉に至る太平洋沿岸において甚大な津波被害が発生

した（Mori ら, 2012）．三陸海岸では，20m を越える浸水

高が多数の地点で観測され，コンクリート製の巨大防潮

堤の一部は破壊された（Ogasawara ら，2012）．また，宮

城県・仙台市以南における砂浜海岸を有する平野部にお

いても浸水高は 10m を越え，海岸から最大 5km に達する

広大なエリアにわたり津波は遡上しており（Gokon・
Koshimura，2012），これが明治・昭和三陸津波とは大き

く異なる本震災の特徴の一つである． 
著者らは，このような平野部で砂浜海岸を有する宮城

県名取市等において，集中的な家屋被害調査を実施した

ところ，高さ 9m 程度の海岸砂丘の背後では建物の流出・

損壊が著しく抑制されていたことが明らかとなった（二

瓶ら，2012）．砂浜海岸における一般的な津波防災・減災

対策として防潮林の効果が検討されているが（Danielsen
ら，2005；Tanaka ら，2007），海岸砂丘に着目した本格的

な研究は皆無に等しい．また，砂丘高さを大きく上回る

津波の場合には，砂丘が大きく侵食されるため，砂丘の

耐侵食性を向上させる補強技術の導入が必要となる． 
本研究では，津波の室内実験を行い，津波に対する海

岸砂丘の減災効果（越流量抑制や耐侵食性）の基本特性

を調べるとともに，既往の海岸砂丘を活用しつつ最新の

盛土補強技術を組み合わせた“粘り強く，防災機能を失う

まで崩壊することはない”新形式防潮堤を提案し，その有

効性を検討することを試みる．後者の盛土補強技術とし

ては，数多くの土構造物に用いられているジオシンセテ

ィックス補強土（GRS，Geosynthetic-Reinforced Soil，
Tatsuoka ら（1997））を採用する．GRS は擁壁や橋梁等の

補強技術として既に実用化され，最大の利点の一つは耐

震性に極めて優れていることである（Tatsuoka ら，1998；
Tatsuoka ら，2009）．そのため，本研究で提示する新形式

防潮堤は津波と地震による複合災害対策になる．海岸砂

丘そのものや新形式防潮堤の津波耐力を検討するために，

大型造波水路を用いて，津波の越流・侵食実験を行った．

具体的には，①津波を模擬した孤立波を起こして，砂丘

の有無や津波条件による越流量の差を調べるとともに

（越流実験），②津波継続時間を長めにするために段波を

発生させて，後述する従来形式・新形式防潮堤を含む様々

な補強条件による砂丘の耐侵食性向上効果を検討した

（侵食実験）． 

2. 新形式防潮堤の概要 

従来の防潮堤としては，図-1(a)に示すように，盛土構

造物の天端と表・裏のり面に，コンクリート製被覆工（以

下，パネルと呼ぶ）が敷設されており，盛土表面の侵食

を防ぎ，防潮堤の津波耐力を向上させている．しかしな

がら，東日本大震災では，裏のり面直下の基礎地盤の洗

掘と天端・裏のり面に作用する揚力によってコンクリー

ト製被覆工が不安定化して越流津波によって流送され，

露出した盛土部分が大きく侵食され，結果として，防潮
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図-4 模型砂丘断面（補強条件 Case2-2 を例に） 

堤が破壊されほぼ完全に防災機能を喪失した事例が各地

で報告されている．図-2 にその例を示す． 

平野部の砂浜海岸では，背後には，海岸砂丘が存在す

る場合があり，それを“一種の土構造物”として生かし

つつ，従来形式防潮堤の課題を克服する必要がある．そ

こで，図-1(b)のように，海岸砂丘の耐侵食性の大幅な向

上を見込みつつ，砂浜海岸における環境に配慮するため

に，砂丘内に面状補強材（ジオテキスタイル）を層状に

敷設する GRS 補強を行い，かつ，砂丘の天端と裏のり面

にコンクリート製被覆工（パネル）を付け，それらをジ

オテキスタイルと繋ぐ，という新形式防潮堤を提案する．

パネルのみを三面に置く従来形式と比べて，新形式では，

侵食され易い砂丘天端・裏のり面を覆っているパネルを

ジオテキスタイル等と繋いでパネル流出を防ぎ，防潮堤

の侵食・決壊を抑止する．また，砂浜海岸の生態系の連

続性を考慮して，砂浜と隣接する表のり面にはパネルを

設置しない．このように，新形式防潮堤は，環境と耐侵

食性を兼ね備えた防潮堤になると想定される．本論文で

は，新形式防潮堤の耐津波性を室内実験にて検討した結

果を報告する．なお，今回は越流津波が盛土そのものに

対する影響については検討したが，裏のり面直下の基礎

地盤の洗掘への影響は検討しなかった．  
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(b) 新形式 

図-1 従来形式・新形式防潮堤の概念図 
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図-2 従来形式防潮堤の被災例（岩手県宮古市田老海岸）

3. 津波実験方法 

(1) 造波水路 
図-3 に示す長さ 36m，幅 1m の大型造波水路を用いた．

水路沖側には，位置・水位制御可能な造波板が設置され

ている．水路中央部には，勾配 1/20 の斜面が固定され，

その他は水平床である．模型砂丘は汀線（X=0m，陸向き

を正）に設置した．本研究では，模型縮尺として 1/100 を

目安とし，著者らが調査を行った宮城県名取市の人工海

岸砂丘の高さが 9.1m（二瓶ら，2012）であったことを参

考に，模型の高さを 0.105m とした（図-4）．また，模型砂

丘ののり面勾配は一般的な 2 割勾配に設定した． 
当初は造波板を用いて実験を行ったが，設定できる孤

立波の周期が最大で 5s 程度であり，模型砂丘がほとんど

侵食されなかった．そこで，より長周期の津波を発生さ

せるために，段波発生装置を作製した．具体的には，木

製ゲートを斜面途中の X=-4m 地点に設置し水路を仕切り，

沖側にて給水しゲートを挟んで水位差 Δh を付けた．実験

開始と共に，木製ゲートを回転させ段波を発生させた．

フルードの相似則に基づく場合，今回の模型縮尺（=1/100）
では時間的縮尺は 1/10 となる．現地の津波周期を 10 分と

すると，模型実験では 600s の周期を設定する必要がある

が，本実験では水路の制約からこのような長周期を設定

できておらず，今後の課題である． 
(2) 越流実験（Case1） 
砂丘の津波遡上量抑制効果を調べるために，表-1(a)に

示すように，津波に模した孤立波を用いて沖波波高 Ho
や周期 T を変えた 4 ケースの越流実験を行った．このHo
や T の定義は図-5 に示すとおりである．模型砂丘は，図



表-1 津波実験条件 

(a) 越流実験（Case1） 

種類 Ho [cm] T [s]
1 10.2 1.7
2 24.6 1.6
3 10.0 3.0
4 8.2 4.7

No. 砂丘条件

孤立波

波条件

木製模型
有，無

 
(b) 侵食実験（Case2） 

種類 補強材 パネル

1 無 無

2 有 無

3 無 従来形

4 有 新形式

砂丘条件No. 波条件
Δh [cm]

段波

15

15，20 式
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図-5 孤立波波形（Case1-1） 
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-4 と同じサイズの木製模型を用いており，模型砂丘が有

る場合と無い場合を対象にして，全 4 ケースについて実

施した．  

5
 

(b) 周期依存性（Case1-1，1-3，1-4） 

図-6 砂丘有無による越流量の比較（木製模型を使用）

この実験では，越流量と砂丘前後の波高を計測した．

波高計測には，容量式波高計（HA-1106，東京計測㈱製）

を用いた．また，越流量の計測には，水路陸側に設置し

た箱（容積約 280L）を用いて（図-3 参照），越流（遡上）

してきた水を回収し，その容積を計測した． 
(3) 侵食実験（Case2） 

海岸砂丘の耐侵食性とその対策としての補強技術によ

る耐侵食性向上効果を把握すべく，津波継続時間を長く

した段波を発生させ，砂丘侵食状況をビデオ撮影・画像

解析した．ここでは，デジタルビデオカメラ（HDR- 
XR550V，SONY 製）を用いて，砂丘の側面・上面・斜め

上（沖側）の 3 方向から同時撮影し，データ解析には側

面からの撮影データを用いた．段波の水位差 Δh は 0.15，
0.20m であり，この時，砂丘高さを上回る水位継続時間

は約 20 s であった．また砂丘は最適含水比 15.2%の湿潤

豊浦砂を締固め度 90 %，厚さ 1.5 cm の層毎に締め固め

て作成された．実験で用いる砂の粒径も模型縮尺に合わ

せる必要があるが，現地海岸（約 0.2mm）の 1/100 スケ

ールに相当する粘土粒子を用いることは非現実的であり，

ここでは小さい粒径を有する砂である豊浦砂を選んだ． 
砂丘に対する補強条件は，表-1(b)に示す 4 パターンで

ある．具体的には，砂丘そのもので無補強のもの（Case2-1），
砂丘に面状補強材のみを層状に 0.015m 間隔で敷設した

もの（Case2-2），砂丘にパネルのみを 3 面に敷設したもの

（Case2-3，従来形式），砂丘に面状補強材を敷設すると共

に，天端・裏のり面にパネルを設置し，かつ，それらを

面状補強材に結合しているもの（Case2-4，新形式），の 4
通りである．なお，面状補強材は、耐候性安定剤入りポ

リプロピレン（目合い 1.3 mm）のジオグリッドである．

また，パネルは厚さ 5 mm，横幅 250 mm の無筋コンクリ

ートであり，縦幅は天端では 100 mm，裏のり面では縦

幅 50 mm であり，パネル間は特段結合していない． 

4. 観測結果と考察 

(1) 砂丘による越流量抑制効果 
まず，海岸砂丘の存在による越流量の抑制効果を把握

するために，「砂丘有」と「砂丘無」における越流量の違

いを比べたものを図-6 に示す．ここでは，越流量に対す

る沖波波高依存性や周期依存性という形でまとめて表示

している．これより，まず，砂丘高さと同程度の波高

（Case1-1）では，「砂丘有」の越流量は，「砂丘無」のわ

ずか 13%であり，「砂丘有」のケースでは，ほとんど越流

していないことが分かる．一方，砂丘高さの 2.3 倍の沖波

波高条件（Case1-2）では，「砂丘有」のケースでも越流量

は大きく増加するが，その値は Case1-1 の「砂丘無」と同

程度であり，砂丘の存在により波高増加分（=0.14m）の

越流を防いだものと言える． 
次に，越流量に対する周期依存性を見ると，砂丘の有

無に関わらず，越流量は周期 T とともに直線的に増加し

ている．しかしながら，この増加率は「砂丘有」の条件
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(a) 水位差 =0.15m hΔ

 

1

2
3

4

5
従来形式（Case2-3）

新形式（Case2-4）

津波

津波

1

2
3

4

5
従来形式（Case2-3）

新形式（Case2-4）

津波津波

津波津波

 
(b) 水位差 =0.20m hΔ

図-8 従来形式と新形式における侵食形状の比較（点

線：実験後の断面形状，図中の番号はパネル

流出の順番を示す） 
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(a) 越流後の断面形状（点線：実験後の断面形状） 
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(b) 砂丘残存率の時間変化 

図-7 面状補強材有無による侵食状況の比較（Case2-1 と

2-2） 

では「砂丘無」よりも著しく小さくなっている．以上の

結果より，砂丘が存在し続ける場合，波高に依らず越流

量を大幅に抑制できており，この越流量抑制効果はより

長周期の津波に対して顕著であることが示された． 

(2) 砂丘の耐侵食性への面状補強材の効果 

海岸砂丘の耐侵食性や，様々な補強策のうち面状補強

材による耐侵食性向上効果を見るために，無補強のもの

（Case2-1）と面状補強材のみ（Case2-2）における越流終

了後の砂丘侵食形状及び砂丘残存率の時間変化を図-7 に

示す．ここで砂丘残存率とは，砂丘断面の撮影画像から

時々刻々の砂丘断面積を求め，それを初期断面積で除し

たものである．また，侵食形状を見やすくするために，

元の砂丘形状の上に，実験後の形状を点線で図示してい

る．砂丘前面における水位データも合わせて表示する． 
これより，無補強（Case2-1）の越流後の断面形状では、

砂丘天端と裏のり面が大きく侵食され，その裏のり面の

勾配は豊浦砂の安息角に概ね近くなっている．このとき

の砂丘残存率の時間変化としては，概ね直線的に減少し

ているが，越流開始時や終了時に大きく減少している．

このうち後者では侵食に伴い砂丘高さが低下し，水位が

下がる 20s 以降も更なる侵食が生じ，最終的に砂丘残存

率は約 30％まで低下している．一方，面状補強材を付設

した Case2-2 では，無補強の時よりも侵食量は大幅に抑制

されており，最終的な砂丘残存率は 80％である．これは，

層状に面状補強材を設置することで，砂丘が多層化され，

砂丘の天端崩落を抑制できるためであり，面状補強材だ

けでも耐侵食性がかなり向上することを示している． 
(3) 従来形式と新形式の侵食状況の比較 

従来形式（Case2-3）及び新形式防潮堤（Case2-4）の越

流後の侵食状況を図-8 に示す．ここでは，越流後におけ

る砂丘断面形を点線で示し，パネルの移動状況をそのま

ま表示した．図中の数字はパネル流出の順番を表す．ま

た，水位差 hΔ =0.15，0.20m の結果を図示している．ま

ず，水位差 0.15m のケースでは，両形式ともにほとんど

侵食されていないが，パネルの隙間の一部から土砂が流

出し，その部分のみ侵食していることが確認された（同

図中矢印）．また，このケースにおけるパネルの流出状況

としては，従来形式における裏のり尻部の１枚のみが流

出しただけである．このように，多くのパネルは流出し

ていないため，砂丘の侵食を抑制できたものと考えられ

る．最終的な砂丘残存率は，従来形式・新形式において，

それぞれ，93％，95％となり，無補強（Case2-1）や面状

補強材のみ（Case2-2）と比べて耐侵食性は向上している． 
それに対して，水位差 0.20m の場合においては，従来



形式では，裏のり尻のパネルから移動し，最終的には天

端・裏のり面の全パネルが流出し，砂丘断面は大きく侵

食された．そのような状況下でも新形式では，パネルは

わずかに移動したものの，面状補強材に結合されている

ため流出せず砂丘断面の侵食も効果的に抑えられており，

粘り強い防潮堤であると言える．また，パネルの無い表

のり面は，ほとんど侵食されておらず，押し波のみを想

定する場合には，パネルは不要であることが分かる．こ

の状況を詳しく見るために，水位差 =0.20m における

砂丘残存率の時間変化を図-9 に示す．これより，従来形

式では，裏のり面の全パネルが流出し終わった 10s 以降

に砂丘残存率が大きく低下し，最終的に 51％になってい

る．一方，新形式では，パネルの流出が抑制されたこと

に伴って，砂丘残存率の低下量も抑えられ，最終的に 93％
と極めて高くなっている．このように，パネル流出と連

動して砂丘断面の侵食が大きく進行していることから，

新形式では，面状補強材をパネルと結合することで耐侵

食性を大幅に向上させている．また，表のり面では，パ

ネルを設置しなくてもほとんど侵食されておらず，本研

究で提案する新形式防潮堤は，環境と耐侵食性に配慮し

た津波減災対策として有望であることが示された． 

hΔ

 5. まとめ 

本研究では，得られた主な結論は以下の通りである． 
1）海岸砂丘が存在する場合には，沖波波高に依らず越流

量を大幅に抑制でき，この効果はより長周期の津波に対

して顕著であることが示された． 
2）砂丘に面状補強材を設置することにより，無補強の場

合よりも侵食量を抑制できることが示された．これは，

面状補強材により砂丘が多層化され，砂丘の天端崩落を

抑制できるためである． 
3）従来形式・新形式防潮堤共に，無補強や面状補強材の

みのケースよりも耐侵食性は向上しており，段波の水位

差が 0.15m のケースでは両形式共にほとんど侵食されな

かった．一方，水位差が 0.20m の場合には，従来形式に

おける天端・裏のり面の全パネルが流出し，砂丘残存率

が 51％まで低下したのに対して，新形式ではパネルは残

り，砂丘断面の侵食も効果的に抑えられ，新形式は粘り

強い防潮堤である．両者の差は，面状補強材とパネルが

結合されているか否かであり，本研究で提案する環境配

慮型の新形式防潮堤は津波減災対策として有望であるこ

とが示された． 
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図-9 従来・新形式における砂丘残存率の時間変化

（ =0.20m，Case2-3，2-4） hΔ

 この新形式防潮堤の実現に向けて，裏のり面直下の基

礎地盤の洗掘の影響や周期などをフルードの相似則等に

合わせた実験を今後行っていく予定である． 
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